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令和７年度 地域経済動向分析



【冒頭：目的と前提】
本レポートでは、竜王町の人口・労働力データを起点
として、産業構造および中小企業の実態を整理し、地
域経済の特徴と課題を明らかにするとともに、今後の
方向性を検討するための基礎資料とすることを目的と
している。分析にはRESAS（地域経済分析システム）の
データを活用しているため、一部の数値が最新の実態
と乖離している可能性がある点はご承知いただきたい。
【人口・労働力の現状】
令和2年度国勢調査等によると、竜王町の総人口は

11,789人であり、生産年齢人口（15～64歳）は6,897人
（58.5％）年少人口が1,506人（12.77％）、老年人口
3,315（28.12％）となっている。これらの割合は滋賀県
および全国と比較して、大きな乖離はしていないもの
の、老年人口の割合が上昇していることに加え、年少
人口・生産年齢人口が減少しているため、今後の人口
減少はさらに進む可能性が高い。実際、RESASにおける
2025年の人口推定値が11,323人に対し、竜王町ホーム
ページによると2026年2月時点の人口は11,042人となっ
ており、推計値を上回るペースで減少が進んでいる。
年齢別人口の推移を見ると、1995年の13,650人をピー

クに、2020年まで５年ごとに平均372人ずつ減少してい
る。特に生産年齢人口は1995年～2005年は横ばいで推
移していたものの、その後は総人口以上のペースで減
少しており、2050年老年人口と同水準になると推計さ
れている。これは労働力確保や地域内消費の縮小に直
結する重要な課題である。



【通勤流入・流出の構造】
次に、町内における通勤流入・流出者数の地域別構成割

合について分析する。これは、通勤者（15歳以上の自宅以
外の場所で就業する者に限定。テレワークが勤務の過半と
なる場合は除く）が町外からどの程度流入しているか。ま
た、逆に町外にどの程度流出しているかを表している。
2020年の通勤流動データでは、町外からの流入者が9,220

人、町外への流出者が3,361人となっており、流入超過の構
造が明確である。これは、町内に大規模工場や大型商業施
設が立地していることが主因と考えられる。
一方で流出者数は生産年齢人口の約半数に相当し、町内

在住者の一定数が町外で就業していることも読み取れる。
これらの数字は町内における昼間人口と夜間人口の年齢階
級別構成割合にも表れており、昼間には夜間より5,400人以
上の生産年齢層が町内に滞在していることから、昼間より
も夜間では15歳未満と65歳以上の割合が相対的に高くなっ
ている。
この構造は「働く人は多いが、消費する人は少ない」と

いう竜王町特有の課題に繋がっていると考える。町外から
の通勤者は勤務後、自宅のある町外へ戻るため町内の個人
経営規模の小売・飲食業の市場規模は拡大しにくい。



【産業構造の特徴】
2021年の産業構成（付加価値額）において、竜王町は製
造業が全体の52.5％を占めており、県・全国と比較して
も突出して占有率が高い。これはダイハツ工業株式会社
を中心とした工業団地に起因するもので、高付加価値を
生み出す産業が町の経済を牽引していることがわかる。
建設業や農林漁業も県・全国平均より高い割合を示す

一方で、学術研究、専門技術サービス業、不動産業、金
融・保険業、教育学習支援業などは低水準である。これ
は、生産年齢人口や年少人口が少なく、サービス需要が
限定的であることが背景にある。また、老年人口が多い
ため医療・福祉は高い割合となっている。
従業者数と労働生産性の

分析では、町内勤務者の4割
近くが製造業に従事してお
り、労働生産性も高い。建
設業も従業員一人当たり付
加価値が高く、町内の主要
産業として位置づけられる。



生活関連
サービス業
娯楽業

宿泊業
飲食サービス業

サービス業
（他に分類されない）

卸売業
小売り業

不動産業
物品貸出業

金融業
保険業

【産業別の変化（2012→2021）】
下記グラフは町内産業における労働生産性、従業員数、

付加価値額の3指標について2012年と比較して、2021年時
点でどう変化しているかを示したものである。
3指標ともに、医療・福祉を除き、2010年に大型商業施

設開業の影響を受けた業種で増加が目立つ。一方で製造
業はもともと3指標において高水準となっているため、増
加率は小さい。
農林漁業は産業構成割合では町内において付加価値額

の割合が高い業種となっており、従業者数こそ増加して
いるものの、労働生産性と付加価値額は減少しており、
構造的な課題がみられる。また、金融・保険業、不動産
業・物品賃貸業も減少が顕著である。

・従業者とは当該企業、事業所に所属して働いている全てのものをいう
・本グラフにおける従業者数は、付加価値額の集計対象となった企業に限定
した場合の集計値であり、他指標の従業者数と集計範囲が異なる場合がある

・付加価値額＝売上高ー費用総額＋給与総額＋租税公課
（費用総額＝売上原価＋販売費及び一般管理費）
・労働生産性は付加価値額÷従業者数で算出
・売上高、付加価値額は調査年次によって消費税率が異なる



【地域経済循環の分析】
次に地域経済循環分析について確認する。地域経済

循環率とは生産（付加価値額）を分配（所得）で除し
た値であり、地域経済の自立度を示している。つまり、
値が大きければ地域内所得に対する稼ぐ力が大きいが、
100％を下回れば他地域から資金の流入に頼っているこ
とになる。
2022年の竜王町の地域経済循環率は108.1％となって

いる。町内において、2次産業、3次産業が高付加価値
を生み出しており、それが高水準の分配原資を生み出
している。また、支出面においても民間消費額におい
て地域外から大型商業施設の集客により地域外からの
支出流入があり、これが高付加価値額を生み出してい
ることがわかる。
また、地域経済循環分析下部にある表は、付加価値

額、所得を一人当たりにしたときの額、支出流入率を
表したものであり、順位は市区町村単位で全国にある
1,719市区町村におけるランキングを表している。
ここで、改めて産業分類について理解しておきたい。

産業分類とは、すべての仕事（＝産業）を分類したも
のであり、分類分けすることで、地域の中心産業はな
にか、経済の仕組みの明確化を図っている。竜王町に
おいては、製造業、建設業など原材料（＝1次産業で生
産）したものを加工・製造する第2次産業と、サービス
を提供する（＝2次産業で生産されたものを販売、配達、
活用する）小売業や、飲食店などのサービス業を中心
とする3次産業の生産額が多い。一方で、農業や林業、
畜産業をはじめとする1次産業では他次産業と比べると
生産額は少なくなっている。ところが、付加価値額に
ついて一人当たりの順位を見てみると、1次3次産業で
は500位台、2次産業では1,500位台となっており、産業
従事者による差が大きいことも見て取れる。合わせて、
町内における1次産業は主に田畑や畜産業と思われるが、
これらの業種は販売額から原材料費などの中間投資額
が大きく、2次3次産業では運搬器具や建設といった高
額な生産物。大型商業施設による大規模販売により、
高付加価値額が得られていることが分かる。





【企業・事業所の動向】
下図は竜王町における企業と事業所単位でそれぞれ

の社数、従業員数を近隣2市町（近江八幡市、日野
町）と比較したものである。

企業単位
2012年 388社（4,115人
2016年 366社（4,553人
2021年 367社（4,829人

事業所単位
2012年 628所（10,828人
2016年 685所（11,902人
2021年 720所（12,432人

企業・事業所数及び従業員数は、2012年から2021年
にかけて増加傾向である。近隣市町では、2016年以降
に事業所数が減少しているのに対し、竜王町では緩や
かな増加が見られる点は特徴的である。
ただし、小規模事業者の割合が高く、事業承継や創業
の課題は依然として残る。人口減少と市場規模の縮小
が進む中で、持続可能な事業モデルの構築・刷新が求
められる。



【総論】
以上の分析から、竜王町の地域経済は人口減
少・製造業への産業集中・町外消費の多さ・中小
企業の裾野の狭さという複合的な構造課題を抱え
ていることが明らかとなった。
人口推移では、生産年齢人口および年少人口が

減少し、老年人口が増加していることから、今後
も人口減少と市場規模の縮小が想定される。これ
は、地域事業者の顧客基盤の縮小や、事業主の高
齢化・後継者不足を通じて、事業者数の減少につ
ながる可能性が高い。
また、竜王町は高速道路ＩＣを有する交通の要

所であり、製造業や大型商業施設を中心に多くの
従業員が町外から流入している。しかし、これら
の従事者は勤務後に町外へ戻るため、町内での消
費が伸びにくく、個人経営の小売・飲食業の市場
規模が拡大しにくい構造となっている。
このような状況は
・町内事業者が顧客を求めて町外へ移転
・住民は消費活動を町外で行う
・町内の商業空洞化が進行

という負の連鎖が生じる可能性が高い。さらに、
土地利用規制や立地条件の制約により、町外から
の新規開業者にとっては参入ハードルが高い点も
課題である。
総じて、竜王町は製造業や大型商業施設を中心

に高付加価値を生み出している一方で、「働く人
は多いが、消費する人は少ない」という構造が新
規事業や個人経営の創出を阻んでいる。今後は町
の魅力を再発掘し、観光資源や地域資源を生かし
た消費喚起策を強化することで、大型商業施設に
依存しない地域経済の活性化を図る必要がある。
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